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産業廃棄物の適正処理のために

　この冊子は、神奈川県と横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市が協働して実施している廃棄物自主
管理事業の一環として作成いたしました。次のＵＲＬより、ダウンロードすることができます。
　　　http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f94/

産業廃棄物排出事業者の方へ！
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産業廃棄物

一般廃棄物

廃棄物

（事業活動に伴って生じた廃棄物のうち法、施行令で定めるもので「表 1」に掲げる 20種類）

特別管理産業廃棄物（産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境
に係る被害を生ずるおそれのある性状を有するものとして「表 2」に掲げるもの）

事業系一般廃棄物（事業活動に伴って生じた廃棄物で産業廃棄物以外のもの）
家庭系廃棄物（一般家庭の日常生活に伴って生じた廃棄物）
特別管理一般廃棄物
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　廃棄物とは、占有者が自分で利用したり他人に有償で売却したりできないために不要となった固形状又
は液状のもの（放射性物質及びこれによって汚染されたものを除く。）をいい、一般廃棄物と産業廃棄物
に分類されます。

○　表１：産業廃棄物の分類

■ 廃棄物とは

種　類 代表例
燃え殻 石炭がら、コークス灰、産業廃棄物の焼却残さ
汚泥 メッキ汚泥、水洗ブースかす、廃白土、建設廃泥水
廃油 廃潤滑油、廃切削油、廃エンジンオイル、廃動植物性油
廃酸 写真定着廃液、廃硫酸、廃塩酸、すべての酸性廃液
廃アルカリ 写真現像廃液、排ガス洗浄廃液、苛性ソーダ水溶液、すべてのアルカリ性廃液
廃プラスチック類 合成樹脂くず、廃発泡スチロール、合成皮革くず、廃タイヤ、廃ペットボトル、合成繊維
ゴムくず 天然ゴムくず
金属くず 空き缶、スクラップ、切削くず、ブリキくず
ガラスくず、コンクリート
くず及び陶磁器くず

空きビン、レンガ製品くず、セメント製品くず（コンクリートくずについては、工作物の新築、�
改築又は除去に伴って生じたものを除く。）

鉱さい スラグ、鋳物廃砂、サンドブラスト廃砂
がれき類 コンクリート破片等（工作物の新築､ 改築､ 除去に伴って生じたもの）
ばいじん ばい煙発生施設等の集じん施設で捕捉したもの

種　類 業　種

業
種
限
定
の
あ
る
も
の

紙くず 建設業（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたもの）、パルプ製造業、製紙業、製本業等

木くず
建設業（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたもの）、木材製造業、木製品製造業等
ただし、貨物の流通のために使用したパレットおよびパレットへの貨物の積付けのために使用
したこん包用の木材については、業種にかかわらず産業廃棄物となります。

繊維くず 建設業（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたもの）、繊維工業に係る天然繊維（衣服
その他の繊維製品製造業を除く。）

動植物性残さ 食料品製造業、医薬品製造業、香料製造業において原料として使用した固形状の不要物
動物系固形不要物 と畜場において処分した獣畜、食鳥処理場において処理した食鳥に係る固形状の不要物
動物のふん尿 畜産農業（畜舎廃水を含む）
動物の死体 畜産農業

令第２条第13号に定めるもの 上記19種類の産業廃棄物を処分するために処理したもので、これらの産業廃棄物に該当しない
もの（コンクリート固型化物等）

廃油 揮発油類、灯油類、軽油類（引火点70℃未満）
廃酸 水素イオン濃度指数（pH）が2.0以下の廃酸
廃アルカリ 水素イオン濃度指数（pH）が12.5以上の廃アルカリ

感染性産業廃棄物 医療機関等から排出される血液、使用済みの注射針などの感染性病原体を含む又はそのおそれ
のある産業廃棄物

産

業

廃

棄

物

特

定

有

害

廃PCB、PCB汚染物、
PCB処理物 廃ＰＣＢ等・ＰＣＢに汚染された紙くず、廃プラスチック等

廃石綿等

①建築物およびその他の工作物から除去された、飛散性の吹き付け石綿・石綿含有保温材
②除去工事から排出されるプラスチックシート、防じんマスク、作業衣など
③�大気汚染防止法の特定粉じん発生施設を有する事業場の集じん装置で集められた飛散性の石
　綿など

その他の有害廃棄物 施行令で定める施設で生じた産業廃棄物で有害物質（水銀、カドミウム、鉛等）について、
環境省令で定める基準に適合しないもの

○　表２：特別管理産業廃棄物の分類
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　廃棄物を排出する事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しな
ければならないとされ、次のような事項が義務づけられています。
　ただし、建設工事から発生する廃棄物については、元請業者に処理責任があります。

１　事業者の責務（法第３条）

２　事業者の処理（法第11条、第12条、第12条の２、第12条の３、令第６条、令第６条の５）

３　建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理責任（法第21条の３）
　（１）建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理責任
　　�　建設工事に伴い生ずる廃棄物については、元請業者が排出事業者として定義づけられていますので、

下請負人が元請業者の廃棄物を運搬する場合には、廃棄物の収集運搬業の許可が必要になります。
　　�　なお、「建設工事」とは、土木建築に関する工事であって、広く建築物その他の工作物の全部又は

一部の新築、改築、又は除去を含む概念であり、解体工事も含まれます。
　（２）下請負人が行う廃棄物の運搬に係る例外
　　�　次のいずれにも該当する廃棄物については下請負人が事業者とみなされ、その下請人が自ら運搬す

る場合、収集運搬業の許可なく運搬することができます。（規則第18条の２）
　　　ア　次のいずれかに該当する工事に伴い生ずる廃棄物であること
　　　　①建設工事（維持修繕工事）の請負代金が500万円以下の工事（解体、新築又は増築工事を除く）
　　　　②引渡し後の建築物等に係る瑕疵補修工事の請負代金が500万円以下の工事
　　　イ　特別管理廃棄物でないこと
　　　ウ　１回の運搬容量が１㎥以下の廃棄物であること
　　　エ　運搬先が、元請負人が所有又は使用権原を有する保管場所（建設現場と同一又は隣接都道府県）
　　　オ　運搬途中で保管を行わないこと

■ 排出事業者の責任

事
業
者
の
責
任

・�事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければ
なりません。　（自己処理責任の原則）

・�事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用等を行うことによりその減量に努めなければなり
ません。

・�廃棄物の減量その他その適正な処理の確保等に関し、国及び地方公共団体の施策に協力しな
ければなりません。

事
業
者
に
よ
る
適
正
処
理

・事業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければなりません。

・�事業者は、自らその（特別管理）産業廃棄物の運搬又は処分を行う場合には、施行令で定め
る収集、運搬、処分の処理基準に従わなければなりません。

・�事業者は、その（特別管理）産業廃棄物が運搬されるまでの間施行規則で定める保管基準に
従い、生活環境の保全上支障のないように保管しなければなりません。

・�事業者は、その（特別管理）産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合には、施行令
で定める委託基準に従い、その運搬又は処分を（特別管理）産業廃棄物処理業者にそれぞれ
委託しなければなりません。

・�事業者は、その（特別管理）産業廃棄物の処理を委託する場合には、当該産業廃棄物の処理
の状況に関する確認を行い、その発生から最終処分が終了するまでの一連の行程における処
理が適正に行われるために必要な措置を講ずるように努めなければなりません。

・�事業者は、その（特別管理）産業廃棄物の処理を委託する場合には、受託者に対し産業廃棄
物管理票（マニフェスト）を交付しなければなりません。
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　　カ　産業廃棄物の運搬を行うことが書面による請負契約で定められていること
　�　下請負人が自らの廃棄物として運搬する場合、次のことを証明する書面を携行する必要があります。
（規則第７条の２第３項及び第７条の２の２第４項）
　　　①運搬する廃棄物がアからオに該当すること
　　　②書面による請負契約で定めるところにより自ら運搬を行うものであること

４　特別管理産業廃棄物管理責任者（法第12条の２第８項）
　廃棄物処理法では、「その事業活動に伴い特別管理産業廃棄物を生ずる事業場を設置している事業者は、
当該事業場ごとに、当該事業場に係る当該特別管理産業廃棄物の処理に関する業務を適切に行わせるため、
特別管理産業廃棄物管理責任者を置かなければならない。」と定めています。資格要件の詳細については、
所管の行政機関にお問い合せください。

５　帳簿の記載（法第12条第13項、法第12条の２第14項、規則第８条の５、規則第８条の18）
　次の事業者は、次の表の事項を記載した帳簿を備えなければなりません。
　　【帳簿記載にあたって注意すること】
　　ア　事業場ごとに備え、毎月末までに前月中における内容の記載を終了していること
　　イ　１年ごとに閉鎖し、閉鎖後５年間事業場ごとに保存すること
　（１）産業廃棄物処理施設（許可施設及び許可施設以外の焼却施設）を設置している事業者

　（２）排出事業場の外において自ら当該産業廃棄物の処分又は再生を行う事業者

　（３）特別管理産業廃棄物を生じ自ら処理する事業者　

※　特別管理産業廃棄物の運搬又は処分を委託した場合には帳簿への記載が不要になりました。

※　「環境省の所管する法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則
　　（最終改正：平成２３年１月２８日環境省令第１号）」により電磁的記録による保存、作成も可能です。

搬運

１　当該産業廃棄物を生じた事業場の名称及び所在地
２　運搬年月日
３　運搬方法及び運搬先ごとの運搬量
４　積替え又は保管を行った場合には、積替え又は保管の場所ごとの搬出量

分処

１　当該産業廃棄物の処分を行った事業場の名称及び所在地
２　処分年月日
３　処分方法ごとの処分量
４　処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く）後の廃棄物の持出先ごとの持出量

　　　　��※石綿含有産業廃棄物が含まれる場合は石綿含有産業廃棄物に係るものを明らかとすること

搬運

１　当該特別管理産業廃棄物を生じた事業場の名称及び所在地
２　運搬年月日
３　運搬方法及び運搬先ごとの運搬量
４　積替え又は保管を行った場合には、積替え又は保管の場所ごとの搬出量

分処

１　当該特別管理産業廃棄物の処分を行った事業場の名称及び所在地
２　処分年月日
３　処分方法ごとの処分量
４　処分（埋立処分を除く）後の廃棄物の持出先ごとの持出量

１　処分年月日
２　処分方法ごとの処分量
３　処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く）後の廃棄物の持出先ごとの持出量
　　※石綿含有産業廃棄物が含まれる場合は石綿含有産業廃棄物に係るものを明らかとすること



【産業廃棄物の保管基準の例】

(a)囲いに接しないで廃棄物を保管する場合 (b)囲いに接して廃棄物を保管する場合

い
囲

囲い

(a)

※50％勾配

※50％勾配
(b)

h

1m

2m

2m

約 26.5 度

起点

地盤面

0.5m

(h-0.5)m

60cm
以上

※１�屋外で容器を用いずに保管する場合は、最大保
管高さの欄が必要です。

※２�排出した場所以外で保管するときは、最大保管
量の表示が必要です。

①産業廃棄物保管場所

②廃棄物の種類 金属くず
廃プラスチック類

③管理者の氏名
　又は名称
　及び連絡先

△△工業㈱
担当　横浜太郎

横浜市○○区××１－２
TEL:　045-123-4567

④最大保管高さ １．５m�※１
最大保管量 30m3　※２

60cm以上

【保管施設の掲示板の例】
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６　多量排出事業者の届出について（法第12条第９項、第10項、法第12条の２第10項、第11項）
　前年度の産業廃棄物の発生量が1,000トン以上である事業場又は前年度の特別管理産業廃棄物の発生量が
50トン以上である事業場を設置している事業者（多量排出事業者）は、産業廃棄物処理計画及びその実施
状況の報告を作成し、所管の行政機関に提出しなければなりません。また、平成23年４月１日より様式等
が変更になりました。

廃棄物を保管するときは （法第12条第２項、規則第８条）
（特別管理）産業廃棄物を自ら保管するときは、次の基準により行う必要があります。
　・保管場所にその旨を表示した掲示板を設置すること
　・飛散、流出、地下に浸透しないこと
　・悪臭等によって生活環境の保全上支障を生ずるおそれのな
　　いように必要な措置を講ずること
　・ねずみ・害虫の発生を防ぐこと
　・石綿含有産業廃棄物の保管を行う場合は、他の産業廃棄物
　　と混合しないようにすること。
　屋外で保管する場合には、積み上げ勾配や囲いの規定があり
ます。排出した場所以外で保管するときの上限保管量は、１日
に搬出できる量の７日分以下です。

※50％勾配とは、起点から水平距離２ｍに対して垂直に１ｍ上昇した点を結ぶ面。角度にして約26.5°です。

１　保管届出（規則第８条の２、第８条の２の２等）
　建設工事に伴い生ずる産業廃棄物を、その建設工事現場の外であり、かつ300m2以上の場所で保管する
場合、あらかじめ保管場所を所管する行政機関へ届け出なければなりません。（空間的に一体のものとみ
なすことができる場所やこれと同等の場所は「建設工事現場の外」には該当しません。）

２　変更の届出等
　届出事項を変更する場合は、事前に所管の行政機関に届け出なければなりません
　（規則第８条の２の５等）
　保管場所での保管をやめたときは、やめた日から30日以内に届け出なければなりません
　（規則第８条の２の６等）

３　届出の対象外
　産業廃棄物収集運搬業者又は、産業廃棄物処分業者の事業の用に供される施設（保管の場所を含む）に
おいて行われる保管、法第15条第１項に係る産業廃棄物処理施設において行う保管及びＰＣＢ特別措置法
に基づく届出を行ったＰＣＢ廃棄物の保管については、別途把握していることから届出対象外です。

事業場外で保管するときは



産業廃棄物収集運搬車

○× 工業㈱

140ポイント以上（約5cm以上）

90ポイント以上（約3cm以上）
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　※�神奈川県内（横浜市、川崎市を除く）において、産業廃棄物を発生場所以外の場所（保管面積100m2以上）
で保管しようとする場合は、「神奈川県廃棄物の不適正処理の防止等に関する条例」又は「相模原市
廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等の推進に関する条例」に基づく届出が必要です。条例の詳細
については、所管の行政機関にお問い合わせください。

廃棄物を自ら運搬するときは （令第 6条第 1項第 1号イ、規則第 7条の 2の 2）

（特別管理）産業廃棄物を自ら運搬するときは、次の基準により行う必要があります。
　・飛散、流出しないこと。
　・�悪臭、騒音、又は振動によって生活環境の保全上支障を生ずるおそれのないように必要な措置を講ず

ること。
　・�運搬車、運搬容器及び運搬用パイプラインは、産業廃棄物が飛散、流出、悪臭が漏れるおそれのない

ものであること。
　・�石綿含有廃棄物の運搬に当たっては、破砕することのないような方法により、その他の廃棄物と混合

しないように区分すること。
　また、運搬車にはその旨を表示し、書面を備え付けることが義務付けられています。

　・�自社運搬の後、処分を委託する場合で、紙マニフェストを携帯しているときは、この書面の代わりと
することができること。

　・�自社運搬の後、処分を委託する場合で、電子マニフェストを使用しているときは、電子マニフェスト
を使用している証と上記情報を記載した書面又は、直ちに表示できる携帯端末等により、この書面の
代わりとすることができること。

廃棄物を自ら処分するときは

　産業廃棄物を自ら処分又は再生するときは、法に定める産業廃棄物処理基準により行う必要があります。
　・焼却するときには、一定の構造基準を守った焼却施設で焼却すること。
　・処分に当たり、処理施設の１日当たりの処理能力の14倍を超える量を保管してはならないこと。
　※�これらの基準は抜粋です。品目や処理施設によっては、基準が異なり、許可が必要になるときがあり

ます。詳しくは、所管の行政機関にお問い合わせください。

　焼却禁止（法第16条の２）
　野外で焼却する、いわゆる「野焼き」行為は禁じられています。

表　示　事　項

・�産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬
車である旨
・氏名又は名称

車両に備え付ける書面に記載する内容

・氏名又は名称及び住所
・運搬する産業廃棄物の種類及び量
・�産業廃棄物の積載日並びに積載した事業場の
名称、所在地及び連絡先
・運搬先の事業場の名称、所在地及び連絡先
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アスベスト廃棄物の取扱いはどうなっているのですか。

�　廃棄物処理法では、建築物又は工作物に吹き付けられたアスベストを除去したもの等飛散す
るおそれのあるものが、「廃石綿等」として特別管理産業廃棄物に分類されます。
　廃石綿等の埋立処分を行う場合には、大気中に飛散しないよう、あらかじめ固型化、薬剤に
よる安定化その他これらに準ずる措置を講じた後、耐水性の材料で二重にこん包しなければな
りません。
　また、それ以外の工作物の建築、解体等で生じたもので、石綿をその重量の0.1%を超えて含
有する「石綿含有産業廃棄物」についても収集運搬から最終処分までの各段階で必要な措置が
義務付けられており、溶融又は無害化処理以外の中間処理（破砕、切断など）は禁止されてい
ますので、溶融等を行わない場合は直接埋立処分を行うことになります。

Ａ．

Q．

ＰＣＢ廃棄物の処分に関する動向を教えてください。

�　平成13年７月に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法
（PCB 特措法）」が施行され、PCB廃棄物を保管する事業者に保管等の届出や期間内の処分
等が義務付けられました。
　本県を含む１都３県の高濃度のPCB廃棄物（トランス、コンデンサ等）は、平成17年11
月から日本環境安全事業㈱（JESCO）東京事業所の処理施設で処理されています。この処
理事業の詳細については、同社のホームページ（http://www.jesconet.co.jp/）で確認す
ることができます。
　また、PCB特措法の施行から10年が経過した平成23年10月に「PCB廃棄物適正処理推進
に関する検討委員会」が設置され、PCB廃棄物の処理の状況を確認するとともに今後の処理
推進策について検討が行われました。その結果、微量PCB廃棄物を含めたPCB廃棄物の適
正かつ効率的な処理方法を引き続き検討するとともに、政令改正により処理期限が平成39年
３月 31 日まで延長されました。

Ａ．

Q．

微量ＰＣＢ廃棄物とはどういうものですか。

�　PCBを使用していないとする電気機器であって、PCB濃度0.5mg/kgを超える微量のPCB
によって（非意図的に）汚染された絶縁油を含むものが廃棄物となったものを指します。
　微量PCB廃棄物は日本環境安全事業㈱（JESCO）での処理対象ではなく、環境大臣から無
害化処理認定を受けた処理施設又は都道府県知事等から許可を受けた処理施設で処理をする必
要があります。
　なお、無害化処理認定施設等の詳細については、環境省のホームページで確認することがで
きます。

環境省ホームページ　http://www.env.go.jp/recycle/poly/facilities.html

Ａ．

Q．



○産業廃棄物、特別管理産業廃棄物に分類します。

○適正な処理、処分や資源化、再利用を行うために、廃棄物の種類ごとに分別して保管するこ
　とが基本です。

○許可証の確認にあたっては、次の項目をチェックしてください。
1　運搬する業者は…
　①　「積出地」（廃棄物の発生場所）と「持込先」（運搬先の中間処理施設又は最終処分場）　
　　　の両方の区域を管轄する都道府県知事の許可を持っていますか。
　　　ただし、以下の場合は政令市の許可が必要となります。
　　　　・政令市の区域内で積替え保管を行う場合
　　　　・都道府県内の一つの政令市のみで業を行う場合（市域をこえる範囲での収集運搬
　　　　　を業として行う都道府県の許可を受けた業者が、一つの政令市内での収集運搬を
　　　　　行うことはできます。）
　②　委託する廃棄物が許可を受けた「取扱う廃棄物の種類」に含まれていますか。
　③　許可の期間は 5年間（ただし、優良認定等を受けた場合は 7年）です。期限は切れてい
　　　ませんか。
2　焼却や埋立などの処分を行う業者は…
　①　中間処理施設や最終処分場のある都道府県知事（政令市長）で「処分業」の許可を持っ
　　　ていますか。
　②　委託する廃棄物が許可を受けた「取扱う廃棄物の種類」に含まれていますか。
　③　委託する廃棄物の量が許可を受けた処理能力に比較して、多すぎませんか。
　④　許可の期限は 5年間（ただし、優良認定等を受けた場合は 7年）です。期限は切れてい
　　　ませんか。

○収集運搬と処分をそれぞれ許可業者に委託しなければなりません。契約は、原則として 2者
　間契約とし、書面で取りかわさねばなりません。
○特別管理産業廃棄物は、事前に収集運搬や処分ができることを確認し、あらかじめ委託しよ
　うとする特別管理産業廃棄物の種類や性状等について、業者に書面で通知しなければなりま
　せん。

○運搬車両の確認にあたっては、次の項目をチェックしてください。
　①　委託した業者の車両で間違いないですか。
　②　運搬の途中で廃棄物が飛散したり、流出したりするおそれがないですか。

○産業廃棄物の種類ごとに産業廃棄物管理票（マニフェスト）を使用し、運転手に処分先を指
　示してください。

○処分の確認にあたっては、次の項目をチェックしてください。
　①　委託したすべての産業廃棄物について、収集運搬業者及び中間処理業者（又は最終処分    
　　　業者）のそれぞれからマニフェストの写しを受け取りましたか。
　②　委託した廃棄物が最終処分（再生を含む）まで適正に処理されたことを確認できましたか。

委　託　前委託の手順

委　託　時

委　託　後

廃棄物の分類

分 別 保 管

委託業者の許
可 証 の 確 認

収 集 運 搬 と
処 分 の 委 託

運 搬 車 両
の 確 認

処分先の指示

処 分 の 確 認
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廃棄物の処理を委託するときは

　排出事業者が自ら運搬、処分できない場合は、次の基準を守って、委託を行ってください。委託までの間、
自社の廃棄物を種類ごとに分別し、適正に保管してください。

産業廃棄物の委託処理の流れ
◆　産業廃棄物の処理を他人に委託する場合には、次の手順に従ってください。
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【委託契約書に記載すべき事項及び添付する書面一覧】

　委託契約書には次の共通事項のほかそれぞれの個別事項を記載しなければなりません。

委託契約書に記載すべき共通事項（収集・運搬及び処分契約書共通）
（令第６条の２第４号、規則第８条の４、規則第８条の４の２）

①　委託する産業廃棄物の種類及び数量
②　委託契約書の有効期間
③　受託者に支払う料金
④　受託者の事業の範囲
⑤　委託者の有する委託した産業廃棄物の適正処理のために必要な事項に関する情報
　ア�性状及び荷姿
　イ�通常の保管状況下での腐敗、揮発性等の性状の変化に関する事項
　ウ�他の廃棄物との混合等により生ずる支障に関する事項
　エ�日本工業規格C0950号に規定する含有マークが付されている場合は表示に関する事項
　オ�石綿含有産業廃棄物が含まれる場合は、その事項
　カ�その他取扱いに際して注意するべき事項
⑥　委託契約の有効期間中に当該産業廃棄物に係る性状等の情報に変更があった場合の伝達方法
⑦　受託業務終了時の受託者から委託者への報告に関する事項
⑧　契約解除した場合の処理されない産業廃棄物の取扱いに関する事項

収集・運搬契約書の個別事項 処分契約書に含める個別事項

○運搬の最終目的地の所在地
○�積替え又は保管を伴う委託に際しては、その積
替え又は保管の場所の所在地、保管ができる産
業廃棄物の種類及び積替えのための保管上限

○�安定型産業廃棄物にあっては他の廃棄物と混合
することの許否等に関する事項

○�処分又は再生（以下「処分等」）の場所の所在地、
処分等の方法及び処分等に係る施設の処理能力
○�最終処分以外の処分（中間処理）を委託する際
には、当該産業廃棄物に係る最終処分の場所の
所在地、最終処分等の方法及び施設の処理能力
○�輸入された廃棄物の処分等を委託するときはそ
の旨

契約書に添付する書面

産業廃棄物処理業の許可証の写し又は再生利用認定若しくは広域認定の認定証の写し等

保存期間 委託契約書及び添付した書面は、契約終了の日から５年間保存すること。（規則第８条の４
の３）

県内での収集運搬業許可の合理化について教えてください。

�　法改正により平成23年 4 月 1 日から、産業廃棄物収集運搬業（積替えを行う場合を除く。）を
行う場合、従前は産廃物の積込み・荷卸しを行う場所を所管する県知事及び各政令市（横浜市、
川崎市、相模原市、横須賀市）長の許可がそれぞれ必要でしたが、この許可体系が合理化され、
政令市を含む複数の市町村にまたがって業を行う場合に必要な許可は、県知事の許可のみとな
りました。
　ただし、産業廃棄物の収集又は運搬に伴い積替えを行う場合にあっては、従前どおり、その
積替えを行おうとする区域を管轄する政令市の長の許可を受ける必要があります。

【改正前】神奈川県知事、横浜市長、川崎市長、相模原市長、横須賀市長の 5つの許可
　�↓
【改正後】神奈川県知事の 1つの許可（政令市域内で積替えを行う場合、所管する政令市長の許可が必要。）

Ａ．

Q．



交付から
90日以内※

交付から
90日以内※

交付から
180日以内※

排出事業者 収集運搬業者 中間処理業者
処分受託者として 処分依頼者として

収集運搬業者 最終処分業者

マニフェスト マニフェスト マニフェスト マニフェスト マニフェスト マニフェスト

写し（A票）

写し（B2票）

写し（D票）

写し（E票）

保存（B1票）

写し（C2票） 保存（C1票）

写し

写し

写し

写し

保存

保存

交付 交付回付 回付

送付 送付

送付
10日以内に送付

10日以内に送付
10日以内
に送付

収集運搬
終了後

収集運搬
終了後

中間処理終了

最終処分終了
の報告を受けて

運搬終了運搬終了

最終処分終了

処分終了

最終処分終了

中間処理終了
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　マニフェスト（産業廃棄物管理票）とは、排出事業者が産業廃棄物の処理状況を確認するための伝票です。
産業廃棄物が適正に処理されたかどうかを確認するため、産業廃棄物の流れに合わせてマニフェストも一
緒に移動していきます。マニフェストの交付・確認・保管（５年間（平成23年４月１日からはＡ票の保存
も義務付けられました。））は、排出事業者が自ら行わなければなりません。

産業廃棄物管理票に係る法的手続（法第12条の 3）

１　交付の方法（規則第 8条の20）
　（１）産業廃棄物を受託者に引渡す際に、種類ごとに交付すること。
　（２）引渡しに係る産業廃棄物の運搬先が２つ以上である場合、運搬先ごとに交付すること。
　（３）　�引き渡す産業廃棄物の種類、数量及び受託者の氏名又は名称が、管理票に記載された事項と相違

がないことを確認の上、交付すること。

２　排出事業者の記載事項（規則第 8条の21）
　（１）交付年月日、交付番号
　（２）委託者（排出事業者）の氏名又は名称及び住所
　（３）排出事業場の名称及び所在地
　（４）交付担当者の氏名
　（５）受託者（運搬又は処分業者）の住所
　（６）　�運搬先の事業場の名称及び所在地並びに運搬を受託した者が、産業廃棄物の積替え又は保管を行

う場合には、当該積替え又は保管を行う場合の所在地
　（７）荷姿
　（８）当該産業廃棄物に係る最終処分を行う場所の所在地
　（９）当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物が含まれる場合はその数量

３　産業廃棄物管理票の流れ（産業廃棄物が処分業者に直接運搬される場合）

・管理票を交付した者は、管理票の写し（Ａ票）を交付した日から5年間保存すること（規則第 8条の21の2）
・排出事業者は控え（B2,�D,�E票）の送付を受けた日から 5年間保存すること（規則第 8条の26）

■ 産業廃棄物管理票（マニフェスト）とは

産業廃棄物管理票（７枚複写の例） 送付する期限 産廃 特管

Ａ票 排出事業者の写し

Ｂ１票 収集運搬業者の保存用

Ｂ２票 収集運搬業者から排出事業者に返送され、運搬終了を確認 運搬終了後10日以内 ＊90日 ＊60日

Ｃ１票 中間処理業者の保存用

Ｃ２票 中間処理業者から収集運搬業者に返送され、処分終了を確認

Ｄ票 中間処理業者から排出事業者に返送され、処分終了を確認 処分終了後10日以内 ＊90日 ＊60日

Ｅ票 中間処理業者から排出事業者に返送され、最終処分終了を確認 最終処分通知受領後10日以内 ＊180日

＊交付日から返送されるまでの期限



付
交

付
交 報告

期間

報告
期間

以降、同様

24.4.1

25.3.31
25.4.1

26.3.31

25.4.1～
6.30

26.4.1～
6.30
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４　管理票交付者の報告（法第12条の３第７項、規則第８条の27）
　排出事業場（工場現場のように同一の都道府県又は政令市の区域内に設置が短期間であり、又は所在地
が一定しない事業場が２以上ある場合には、当該２以上の事業場を１の事業場とします。）ごとに、毎年
６月30日までにその前年度（４月１日から３月31日まで）１年間の交付状況等を排出事業場を所管する行政
機関に産業廃棄物管理票交付等状況報告書「様式第３号」により報告しなければなりません。
　「様式第３号」については、所管の行政機関のホームページなどを参照してください。
　また、管理票交付者は収集運搬業者又は処分業者から通知（運搬又は処分を適正に行うことが困難となっ
たとき等）を受けたときは、生活環境の保全上の支障の除去又は発生の防止のために必要な措置を講じな
ければなりません。（法第12条の３第８項）

報告のポイント

　・�前年度４月１日〜３月31日までに交付したすべてのマニフェ
スト

　・毎年６月30日までに事業場単位で報告する
　・�様式第３号「産業廃棄物管理票交付等状況報告書」により作

成する
　※�様式の入手方法や記載例については、所管の行政機関のホー

ムページを参照してください。

５　電子マニフェスト
　　（電子マニフェストと紙マニフェストの比較）

電子マニフェストを使用する場合には、上記の他にも次のようなメリットがあります。
　・マニフェストの入力漏れ（記載漏れ）がない。
　・�排出事業者の処理終了確認期限が近づくと自動的に確認して、排出事業者に注意喚起する機能を有し

ているため、確認漏れが防止できる。
　・マニフェストの偽装がしにくく、不適切なマニフェストの登録・報告を防止できる。
　・登録したマニフェスト情報（過去５年間分）をダウンロードして自由に活用できる。

電子マニフェストの問い合せ先

公益財団法人 日本産業廃棄物処理振興センター　情報処理センター
TEL　03−5275−7023（サポートセンター）
ホームページ：http://www.jwnet.or.jp/jwnet/

項　　目 電子マニフェスト 紙マニフェスト

マニフェストの交付・登録 ○�廃棄物を収集運搬業者又は処分業者に
引渡してから３日以内にマニフェスト
情報を情報処理センターに登録
○�廃棄物の種類ごと、運搬先ごとに登録

○�廃棄物を収集運搬業者又は処分業者に
引渡すと同時にマニフェストを交付
○廃棄物の種類ごと、運搬先ごとに交付

処理終了の確認 情報処理センターから運搬終了報告、中
間処理終了報告、最終処理終了報告の通
知により確認

○�B2票の回収・Ａ票照合により運搬終了
を確認
○�D票の回収・Ａ票照合により中間処理
終了を確認
○�Ｅ票の回収・Ａ票照合により最終処分
終了を確認

マニフェストの保存 マニフェストの保存が不要
（情報処理センターが保存）

排出事業者はＡ票及び収集運搬業者及び
処分業者より送付されてきたB2票、D票、
Ｅ票を５年間保存

産業廃棄物管理票交付等
状況報告書の提出

報告が不要
（情報処理センターが報告を代行）

毎年６月30日までに事業場単位で報告が
必要
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■ 排出事業者に対するおもな罰則について

法第25条第１項／内容
５年以下の懲役若しくは1,000万円以下の罰金又はこの併科

条項 行為の内容

５号 措置命令違反
19条の５第１項
19条の６第１項

○�生活環境の保全上の支障の除去等のために出された措置命令に違反
したとき

６号 委託基準違反
６条の２第６項
12条第 5項
12条の２第 5項

○�排出事業者が、一般廃棄物の運搬又は処分を一般廃棄物収集運搬業
者・処分業者その他環境省令で定める者以外の者に委託したとき
○�排出事業者が、産業廃棄物の運搬又は処分を産業廃棄物収集運搬業
者・処分業者その他環境省令で定める者以外の者に委託したとき
○�排出事業者が、特別管理産業廃棄物の運搬又は処分を特別管理産業
廃棄物収集運搬業者・処分業者その他環境省令で定める者以外の者
に委託したとき

14号
廃棄物の投棄禁止
違反

16条
○�廃棄物をみだりに投棄したとき
※廃棄物の投棄禁止違反は、未遂を罰する（25条第２項）。

15号
廃棄物の焼却禁止
違反

16条の２
○�廃棄物を違法に焼却したとき
※廃棄物の焼却禁止違反は、未遂を罰する（25条第２項）。

16号
指定有害廃棄物
保管・処分違反

16条の３

○�指定有害廃棄物の保管、収集、運搬又は処分を行ったとき。ただし、
次に掲げる場合を除く。
� ・�指定有害廃棄物の保管、収集、運搬及び処分に関する基準に従っ
て行う保管、収集、運搬又は処分

法第26条／内容
３年以下の懲役若しくは300万円以下の罰金又はこの併科

条項 行為の内容

１号 委託基準違反
６条の２第７項
12条第 6項
12条の２第 6項

○�排出事業者が、一般廃棄物の処理の委託の基準に違反して、一般廃
棄物の運搬又は処分を他人に委託したとき
○�排出事業者が、産業廃棄物の処理の委託の基準に違反して、産業廃
棄物の運搬又は処分を他人に委託したとき
○�排出事業者が、特別管理産業廃棄物の処理の委託の基準に違反して、
特別管理産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託したとき

２号
業者への改善命令
違反

19条の３ ○排出事業者が、改善命令に従わなかったとき
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法第30条第１項／内容
30万円以下の罰金

条項 行為の内容

１号

帳簿備付け義務
違反
記載義務違反
保存義務違反

12条第13項
12条の２第14項

○�次に掲げる事業者が、その廃棄物の処理に関して、帳簿を備えず、
又は５年間保存しなかったとき
　・産業廃棄物の自己処理施設を有する事業者
　・排出事業場の外において自ら処分又は再生を行う事業者
　・特別管理産業廃棄物を生ずる事業者

5号 処理責任者設置
義務違反

12条第８項
12条の２第８項

○�廃棄物の自己処理施設を有する事業者が、事業場ごとに、産業廃棄
物処理責任者を置かなかったとき
○�特別管理産業廃棄物を生ずる事業場を有する事業者が、事業場ごと
に、特別管理産業廃棄物管理責任者を置かなかったとき

6号 報告違反 18条 ○事業者が求められた報告をせず又は虚偽の報告をしたとき

7号 立入検査の拒否・
妨害・忌避

19条第１項
19条第２項

○�廃棄物を輸出入する者及び事業者等に関し、職員の行う立入検査若
しくは収去に対して拒否、妨害、忌避した者

法第32条内容 罰則に係る行為者 罰則に係る行為者の行為内容 雇い主である法人又は人の罰の内容

法人に係る両罰規定
○�法人の代表者、代
理人、使用人その
他の従業員

○�業務に関し、25条第１項第１号か
ら第４号まで、第12号、第14号若
しくは第15号又は第２項に該当す
る違反行為をしたとき

３億円以下の罰金

○�業務に関し、25条第１項（第１号
から第４号まで、第12号、第14号
及び第15号を除く。）、26条、27条、
28条第２号、29条又は30条に該当
する違反行為をしたとき

それぞれの規定で定める罰

人に係る両罰規定 ○�人の代理人、使用
人その他の従業員

○�業務に関し、25条、26条、27条、
28条第２号、29条又は30条に該当
する違反行為をしたとき

それぞれの規定で定める罰

法第29条／内容
６月以下の懲役若しくは50万円以下の罰金

条項 行為の内容

１号 事業場外保管の
届出義務違反

12条第３項
12条の２第３項

○�排出事業者が、産業廃棄物、特別管理産業廃棄物を事業外に保管す
る場合の届出（変更）をしなかったとき

３号

排出者管理票交付
義務違反
記載義務違反
虚偽記載

12条の３第１項
（15条の４の７
第２項での準用
含む。）

○�排出事業者が、産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託し、当該産
業廃棄物を引き渡す際に、次のいずれかに該当したとき
　・�運搬受託者（処分のみの委託の場合には、処分受託者。以下同じ）
に、管理票を交付しなかったとき

　・�運搬受託者に、記載すべき事項を記載せずに、管理票を交付した
とき

　・運搬受託者に、虚偽の記載をして、管理票を交付したとき

７号 管理票保存義務
違反

12条の３第２項
12条の３第６項

○�管理票交付者が、管理票の写しを交付した日から５年間保存しな
かったとき
○�管理票交付者が、運搬受託者又は処分受託者から管理票の写しの送
付を受けた場合において、当該管理票の写しを５年間保存しなかっ
たとき

11号 電子マニフェスト
虚偽登録違反 12条の５第１項 ○�排出事業者が、電子マニフェストの登録をする場合において虚偽の

登録をしたとき

13号 勧告命令違反 12条の６第３項 ○�排出事業者が、管理票及び電子マニフェストに関して出された措置
命令に違反したとき
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廃棄物管理規定と処理計画について教えてください。

�　「廃棄物管理規定」とは、排出事業者の廃棄物管理に対する基本方針と役割分担を明文化する
とともに関係者に周知する目的で排出事業者自ら策定するものです。この「廃棄物管理規定」は、
その事業場の各担当者が、この管理規定に基づいてそれぞれの分担において廃棄物の処理を実
施することで、計画的な廃棄物の処理が可能になります。
　「処理計画」とは、廃棄物の排出から収集・運搬、中間処理並びに最終処分までの一連の流れ
を計画的に行うためにそれぞれの立場に応じて策定した計画を言います。法では、都道府県、
市町村、廃棄物を多量に排出する多量排出事業者に処理計画策定の義務が課せられています。
多量排出事業者以外の排出事業者にあっては、法には、処理計画の策定義務は無いものの自ら
策定した「廃棄物管理規定」に基づいて廃棄物の適正な管理を図るため独自に処理計画を策定し、
事業所内で発生する廃棄物の種類、発生量等を把握するとともに、廃棄物の発生抑制並びに減
量等に努めることが必要です。具体的な項目としては、
　①発生する廃棄物の種類、性状、量、発生時期の予想
　②処理・処分方法の決定
　③保管方法の決定
　④処分委託予定者の実態調査
　⑤委託契約の手続き
　⑥ �マニフェストが返送されない等の不備の場合に備え、適正処理のために講じる措置につ

いて
の内容等などが考えられます。

Ａ．

Q．

法第33条内容
20万円以下の過料

条項 行為の内容

１号 事業場外保管届出
違反

12条第４項
12条の２第４項

○�非常災害のために産業廃棄物を保管した場合、14日以内に都道府県
知事に届出をせず、又は虚偽の届出をした者
○�非常災害のために特別管理産業廃棄物を事業場外に保管した場合、
14日以内に都道府県知事に届出をせず、又は虚偽の届出をした者

2号
多量排出事業者の
処理計画提出義務
違反

12条第９項
12条の２第10項

○�多量排出事業者が、産業廃棄物の減量その他その処理に関する計画
を都道府県知事に提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを提出した
とき
○�多量排出事業者が、特別管理産業廃棄物の減量その他その処理に関
する計画を都道府県知事に提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを
提出したとき

3号
多量排出事業者の
実施状況報告提出
義務違反

12条第10項
12条の２第11項

○�多量排出事業者が、実施状況について、都道府県知事に報告をせず、
又は虚偽の報告をしたとき
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１　事業の目的等
　�　神奈川県と横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市（以下「県及び政令市」といいます。）は協調し
て、その事業活動に伴い多量の産業廃棄物を発生させる事業場を設置している事業者が行う廃棄物発生
抑制、再生利用、減量化及び適正処理に向けた自主的な取組みを促進するため、平成８年度から「廃棄
物自主管理事業」を進めてきました。
　�　平成13年４月に法が改正施行され、産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の多量排出事業者に「産業廃
棄物の減量その他その処理に関する計画（以下「産業廃棄物処理計画」といいます。）」の作成等が義務
づけられたことから、県及び政令市では事業内容を見直し、引き続き、廃棄物自主管理事業を進めてい
ます。
　�　本事業では、法の産業廃棄物処理計画書等のほか、県及び政令市で定めた廃棄物自主管理計画（状況）
報告書等について、県内の産業廃棄物の処理状況の集計・分析を行って廃棄物減量化等の取組状況を取
りまとめ、その結果を事業者の皆様に情報提供しています。

２　事業の概要
　（１）産業廃棄物の処理計画の充実と適切な処理の促進
　　�　県及び政令市では、自主管理事業参加事業者の皆様に対し、産業廃棄物の処理計画の充実と適切な

実施を呼びかけています。
　（２）廃棄物自主管理計画（状況）報告書の提出
　　�　事業者の皆様に、廃棄物減量化等に向けた取組項目について自己評価していただき、業種別、事業

規模別の傾向などを取りまとめるとともに各事業者の取組状況や廃棄物発生量の業界別平均データと
の比較等を行った情報を提供しています。

　（３）事業者に対する情報提供
　　�　廃棄物減量化等に向けた取組の参考としていただくため、事業者の皆様から提出された報告書等の

集計結果や、他社の取組事例等を情報提供しています。

３　対象事業者
　　廃棄物自主管理事業で対象となる事業者は、次の方たちです。

◎　前年度の事業場の産業廃棄物の発生量が800トン以上の事業者の方
◎　前年度の事業場の特別管理産業廃棄物の発生量が40トン以上の事業者の方
◎　本事業に参加を希望する事業者の方

　　なお、本事業には、排出量に関わらず、どなたでも参加していただくことができます。

　　詳細につきましては、神奈川県のホームページを参照してください。
　　http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f94/

■ 廃棄物自主管理事業について



＜廃棄物自主管理事業の流れ＞

対象事業者・提出（報告）書類 県・横浜市・川崎市
相模原市・横須賀市

（法定多量排出事業者）

（提出・報告書類）

（法定以外の参加事業者）

（提出・報告書類）

□　前年度の産業廃棄物発生量が1,000
トン（特別管理産業廃棄物にあって
は、発生量が50トン）以上である事
業場を設置している事業者

□　 前年度の産業廃棄物発生量が1,000
トン（特別管理産業廃棄物にあって
は、発生量が50トン）未満である
事業場を設置している事業者

●産業廃棄物処理計画　
●産業廃棄物処理計画実施状況報告書
◎廃棄物自主管理（状況）報告書

※特別管理産業廃棄物の場合は、それぞ
れ「産業廃棄物」を「特別管理産業廃棄物」
に読みかえます。

◎産業廃棄物処理計画　
◎産業廃棄物処理計画実施状況報告書
◎廃棄物自主管理（状況）報告書

※特別管理産業廃棄物の場合は、それぞ
れ「産業廃棄物」を「特別管理産業廃棄物」
に読みかえます。

※提出（報告）期限は、毎年 6月 30日
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産 業 廃 棄 物 の 排 出 抑 制 の 推 進

●…法に定められた書類　
◎…県と政令市が独自に定めた書類
●◎あわせて県又は政令市に提出・報告
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関　係　団　体

■ 廃棄物自主管理事業 ■
　神奈川県と横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市は協働して、廃棄物の発生そのものを抑制
するという視点から、県内の事業者の方々が行う廃棄物発生抑制、再生利用、減量化及び適正処
理に向けた取組みを促進するため、廃棄物自主管理事業を実施しています。
http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f94/

　この冊子は、神奈川県と横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市が協働して実施している
廃棄物自主管理事業の一環として作成しました。

産 業 廃 棄 物

（公社）神奈川県産業廃棄物協会
〒231-0023
　横浜市中区山下町74-1　大和地所ビル４階
　TEL�045-681-2989

・業者紹介
・マニフェスト販売
・処理業者の許可講習会申込み
・特管責任者の講習会申込み

電 子 マ ニ フ ェ
ス ト の 運 用

（公財）日本産業廃棄物処理振興センター　情報処理センター
〒102-0084
　東京都千代田区二番町 3 番地　麹町スクエア 7 階
　TEL�03-5275-7023　FAX�03-5275-7112
　ホームページ　http://www.jwnet.or.jp/jwnet/

・電子マニフェスト制度への加入

資 源 回 収 業
者 の 団 体

神奈川県資源回収商業協同組合
〒220-0023
　横浜市西区平沼1-40-17　モンテベルデ横浜311号
　TEL�045-313-6100

PCB廃 棄 物

日本環境安全事業（株）（JESCO）
〒105-0014
　東京都港区芝1-7-17　住友不動産芝ビル３号館４階
　TEL�03-5765-1911

ア ス ベ ス ト
廃 棄 物

（一社）JATI協会
〒108-0014
　東京都港区芝5-15-5　泉ビル
　TEL�03-5765-2381

神奈川労働局　健康課（各労働基準監督署）
〒231-8434
　横浜市中区北仲通5-57　横浜第二地方合同庁舎８階
　TEL�045-211-7353

国（環 境 省）

環境省（大臣官房廃棄物・リサイクル対策部　産業廃棄物課）
〒100-8975
　東京都千代田区霞ヶ関1-2-2
　TEL�03-3581-3351（代表）　FAX�03-3593-8264

環境省　関東地方環境事務所
〒330-6018
　埼玉県さいたま市中央区新都心11-2　明治安田生命さいたま新都心ビル18Ｆ
　TEL�048-600-0516　FAX�048-600-0517

廃棄物の輸出入確認等
広域認定
再生利用認定



所　管　の　行　政　機　関
事業場の所在地 行政機関名及び連絡先

神

奈

川

県

地域県政総合センター所管区域の全域

神奈川県環境農政局環境部廃棄物指導課
〒231-8588
　横浜市中区日本大通1（県庁新庁舎）
　TEL�045-210-1111（代）　FAX�045-210-8847

鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町

横須賀三浦地域県政総合センター環境部
〒238-0006
　横須賀市日の出町2-9-19（県横須賀合同庁舎）
　TEL�046-823-0210（代）　FAX�046-824-2459

厚木市、大和市、海老名市、座間市、
綾瀬市、愛川町、清川村

県央地域県政総合センター環境部
〒243-0004
　厚木市水引2-3-1（県厚木合同庁舎）
　TEL�046-224-1111（代）　FAX�046-225-5218

平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市、
伊勢原市、寒川町、大磯町、二宮町

湘南地域県政総合センター環境部
〒254-0073
　平塚市西八幡 1-3-1（県平塚合同庁舎）
　TEL�0463-22-2711（代）　FAX�0463-24-3608

小田原市、箱根町、真鶴町、湯河原町
南足柄市、中井町、大井町、松田町、
山北町、開成町

県西地域県政総合センター環境部
〒250-0042
　小田原市荻窪350-1（県小田原合同庁舎）
　TEL�0465-32-8000（代）　FAX�0465-32-8111

横 浜 市

横浜市資源循環局事業系対策部産業廃棄物対策課
〒231-0013
　横浜市中区住吉町1-13（松村ビル8F）
　TEL�045-671-2513�～�4　FAX�045-651-6805

川 崎 市

川崎市環境局生活環境部廃棄物指導課
〒210-8577
　川崎市川崎区宮本町1（川崎市役所第 3庁舎16F）
　TEL�044-200-2581　FAX�044-200-3923

相 模 原 市

相模原市環境経済局資源循環部廃棄物指導課
〒252-5277
　相模原市中央区中央2-11-15（相模原市役所本館6F）
　TEL�042-769-8358　FAX�042-769-4445

横 須 賀 市

横須賀市資源循環部廃棄物対策課
〒238-8550
　横須賀市小川町11（横須賀市役所1号館4F）
　TEL�046-822-8523　FAX�046-823-0865

平成26年４月現在






